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中国では，1950 年代以来，大規模な鉱産資源の開発にともなって，数多くの鉱山集

落が形成された．鉱業都市は，このうち，中央政府から多くの投資を受けて，産業面

でも人口面でも急成長を遂げたものである．国有経済体制の下では，鉱業都市は単な

る鉱山サイトではなく，中国の近代的産業コンビナートや後進地域開発の拠点でもあ

る．一方，近年では，様々な資源・環境や産業・社会問題が多発する｢問題都市｣とし

て注目されつつある． 

本論文は，中国における鉱業都市の存立構造とその発展動態を全体的に把握した上

で，炭鉱都市である遼源市を事例に，その産業変化とそれにともなう生活空間変容の

実態を明らかにしようとしたものである．研究方法としては，主にフィールドワーク

に基づく地域研究の手法を用いて，鉱業都市の経済，社会，環境といった側面を総合

的に取り扱うことを試みた．また，鉱業都市に対する考察を手掛かりとして，中国の

都市・地域問題，環境問題へアプローチすることを意図した． 

これまで，中国における鉱業都市に関して，外部からのアクセスの不便さや，公開

されたデータおよび客観的情報が少ないことなどの外的研究条件の不備に加えて，そ

の研究の重要性が十分に認識されていないという内的要因の影響のために，その研究

成果の蓄積はあまり見られなかった．本研究ではまず，中国鉱業都市の動向およびそ

こで発生している様々な都市・環境問題への詳細な実態の解明を目指した． 

本論文の構成は 7 章からなっている． 
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第 1 章では，中国鉱業都市に関する基本的な捉え方と研究課題を整理し，その上で，

本論文の研究視点と方法，および調査地域と研究内容の構成を提示した．中国鉱業都

市は，様々な都市・環境問題を抱えている｢問題都市｣であるとともに，重要な近代的

産業都市でもあるという二重的性格を持つことを指摘し，それを踏まえた上で生活空

間の視点からのアプローチの有効性を検討した． 

第 2 章では，中国鉱業都市の詳細な分析に向けた第一歩として，利用可能な既存資

料をもとに，その形成の歴史，都市構成と地理的分布，基本的動向など，鉱業都市の

全体像を明らかにした．中国鉱業都市は，19 世紀後半の半植民地時代から形成されは

じめ，1950 年代以来，中でも 1950 年代と 1980 年代を中心に，鉄鋼業を中心とした大

規模な工業化にともなって，中国政府が計画的に建設した新産業都市として多く成立

した．本研究の定義によると，鉱山の開発によって成立・発展してきたこれらの中国

鉱業都市は，炭鉱都市，油田都市，金属鉱都市，非金属鉱都市を含めて合計で 58 市(市

制都市)であり，1999 年の時点で，中国の全(市制)都市数の 9%，都市人口の 14%を占め

る．その地理的分布は中国の 21 の省(自治区)にわたり，とりわけ黒竜江，遼寧，山西，

安徽，河南，山東の 6 省に集中している．人口規模では，20 万人以上が 7 割以上を占

めており，その平均人口規模は中国全都市の平均人口規模を上回る．一方，鉱業都市

の動向をみると，1980 年代以来，人口や GDP の増加率が低下する傾向にあり，また，

失業・貧困問題や資源・環境問題など，様々な都市・環境問題が発生している．こう

した分析の結果を踏まえて，最後に，上述した諸問題の実態解明が当面の課題である

ことを指摘した． 

第 3 章では，中国鉱業都市の諸問題を具体的に分析するための準備として，中国の

単位と単位制度の仕組みを概観した．中国では，単位を基本的ユニットとした生産・

生活システムである単位体制が 1950 年代に確立され，単位制度と総称される様々な法

制度によって規定されてきたが，その全容は十分には把握されておらず，それに関す

る研究も断片的なものが多い．そこで本章では，こうした単位と単位制度の基本的な

仕組みを整理した． 

まず，単位の基本的性格に関しては，それが労働者にとっての｢職場｣のみを意味す

るだけでなく，生活保障や，党と行政の管理機能をも持ち合わせた制度化された多機

能的組織，すなわち都市社会の中核的ユニットであることを明らかにした．人々は，

単位の｢揺りかごから墓場まで｣の生活保障を受ける一方で，単位から離れることも制

約されているという単位に対する依存性を指摘した．さらに，単位体制を規定する単

位制度については，それを｢計画配置，終身雇用，低賃金，高福利｣といった特徴を持

つ単位人事・福利制度と，労働力の単位外への自発的流動を防ぐ戸籍制度と档案制度

に分けて概観した．最後に，近年の単位制度の改革とそれによる単位体制の変化の動

向を踏まえて，鉱業都市の諸問題と単位制度との関わり，および本論文における単位

に対する研究の視点を説明した． 

第 4 章から第 6 章は中国東北部の炭鉱都市遼源市に対するフィールド調査の結果を
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もとに，中国鉱業都市の産業停滞・失業問題・環境問題の実態と，それにともなう都

市生活空間の変容を考察したものである．第 4 章では，まず単位体制下における鉱業

都市の産業変化の過程と近年における産業停滞の要因を検討した．その結果，次のよ

うな知見が得られた． 

通常，鉱業都市は鉱業企業の｢企業城下町｣の性格を持つために，他産業が形成され

にくい環境になっている．しかし，遼源市の鉱工業化過程を見ると，1911 年に民間炭

鉱の経営が始まった後，軍閥主導の官民合弁，日本占領下の独占的開発を経て，中国

新政府による計画的開発が続いた 1950 年代以降は，多角的産業体系の形成されている

ことが確認された．その形成過程を，各種史誌資料および統計データを用いて分析し

たところ，上述した多角的産業体系は，いわゆる中央各省庁や地方政府が所属してい

る国有単位と，その下部にある余剰人員の就業問題を解決するための集体企業が主体

となっており，その形成には，国有企業間の無償の技術移転を背景とした生産工程の

複製が活発に行われていたことに加えて，それぞれの企業内部における単位体制の形

成が大きく影響していることが判明した．また，近年における鉱業都市の産業構造の

変化を分析したところ，上述した多角的産業，とりわけ非鉱業の多くが停滞し，雇用

規模が急速に縮小していることが判明した．その要因は，1980 年代から，多角的産業

単位の経営を自立的に存続させようとした市場化改革の方針に対して，そもそもそれ

らの単位が独立した資本や技術をそれほど持っておらず，また，多くの余剰労働者と

非生産的部門を抱えているため，市場化に対応しがたいという体質にあることを指摘

した． 

第 5 章では，鉱業都市の産業停滞にともなう失業・貧困問題を注目し，それを背景

とした都市生活空間の変容の実態を考察した．フィールド調査で得られたデータを用

いて分析した結果，遼源市では，深刻な失業問題が発生しており，また，それにとも

なって，都市基盤整備が進められた新区には富裕層、都市基盤が古い旧市街地の鉱山

地域には貧困層，という形で住み分けが進行し、生活空間の二極化構造が形成されつ

つあることが判明した．その原因は，市政府が雇用を維持するために，一部の市区(新

区)のみに基盤整備を行うことで民間資本・人材を誘致しようとする一方で，失業者の

多くが他市へと転出せずに市内に滞留していることに求められる．さらに，失業者が

市外へと移動しない原因については，失業者の多くが中高年労働者であるために，他

市での就業や生活は，社会的保障が全く受けられず，労働条件の切り下げなどをとも

なう一方で，地元市では地元市・単位の様々な就業優遇や住宅・保険などの福利が享

受できるという戸籍制度や単位福利などの単位制度の影響を指摘した． 

つづいて第 6 章では，二極化した生活空間構造における遼源市の環境問題を，具体

的に地盤沈下という問題を中心に考察した．その結果，次のように知見が得られた． 

遼源市では，全市の環境状況を示す公表データを見る限り，環境問題が深刻ではな

いようにみえるが，実際に鉱区に限ってみると，深刻な地盤沈下が発生しており，生

活環境の悪化が目に見える形で進行している．地盤沈下による被害は，住宅をはじめ
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とした生活・生産施設やインフラ・公共施設の損壊のみならず，多くの農地の陥没や

住民の死傷にまで及んでいる．しかし，こうした被害は長年にわたって地域社会の中

で問題とされなかった．一方，地盤沈下復旧事業が始められてはいたが，その実施過

程と事業内容から見る限り，実際の事業は地盤沈下の復旧が目的ではなかった．これ

には，地盤沈下を環境問題と見なしていないという環境問題に対する中国政府の認識

やそれに基づく住民の環境意識の問題に加えて，その背景として単位制度の影響を指

摘することができる．すなわち，地盤沈下の問題は，鉱業企業が増加し続けていた従

業員の雇用を確保するため，常に生産規模を拡大しようとした結果である一方，それ

が単位内部の問題としか見なされていない単位意識に影響された結果でもあると判断

することができる．最後に，鉱業都市では，貧困・環境問題よりも｢経済成長優先｣の

意識が依然として強い影響を及ぼしている現状から，貧困・環境問題は，十分な｢教訓｣

を得るまで深刻化する可能性が高く，その実態に関する継続的な把握が今後の課題で

あることを指摘した． 

第 7 章では，以上の研究全体を要約し，局地化する貧困と環境問題への取り組みが

本研究の今後の課題であると指摘した． 
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